
JP 4887382 B2 2012.2.29

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　温度調節パウチパックにおいて、
　所定の反応液体と、前記反応液体と反応して所定の反応を起こす第１反応物質とを含み
、前記反応液体と前記第１反応物質との中でいずれか一つを他の一つに対して隔離収容す
る第１パックと、
　前記第１パックに対して熱を伝達可能に配置され被温度調節製品を収容する第２パック
と、
　前記第２パックを隔てて前記第１パックと連通可能に設けられた第３パックとを備え、
　前記第１パックは前記反応液体が流出される流出口を含み、前記第３パックは前記反応
液体が流入される流入口を含み、
　前記第３パックは第１パックから流入された前記反応液体と反応して所定の反応を起こ
す第２反応物質を含むことを特徴とする温度調節パウチパック。
【請求項２】
　前記第２パックは前記被温度調節製品が入出可能に設けられた開口部を含み、
　前記開口部は前記第２パックの下端部または側面部に設けられることを特徴とする、請
求項１に記載の温度調節パウチパック。
【請求項３】
　前記第１パックは前記反応液体を収容する反応液体袋を更に含むことを特徴とする、請
求項１または２に記載の温度調節パウチパック。
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【請求項４】
　前記反応液体袋はその表面に、加圧により破られるテアリング部材を更に含むことを特
徴とする、請求項３に記載の温度調節パウチパック。
【請求項５】
　前記第１反応物質と前記第２反応物質とは前記反応液体が吸収可能であり、
　相互に区画された複数の区画領域を含む反応物質袋に収容されることを特徴とする、請
求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の温度調節パウチパック。
【請求項６】
　前記第１パックの流出口と前記第３パックの流入口とは相互に接触するように設けられ
、前記反応液体が前記流出口を通じて前記流入口に直接に連通することを特徴とする、請
求項１乃至請求項５のいずれか１項に記載の温度調節パウチパック。
【請求項７】
　前記第１パックの流出口と前記第３パックの流入口とを相互に連結して前記反応液体を
連通させる連結部材を更に含むことを特徴とする、請求項１乃至請求項５のいずれか１項
に記載の温度調節パウチパック。
【請求項８】
　前記第１パックの流出口と前記第３パックの流入口との周辺には前記反応液体が流動す
る時に気密を維持するシーリング部が設けられることを特徴とする、請求項１乃至請求項
７のいずれか１項に記載の温度調節パウチパック。
【請求項９】
　前記流出口と前記流入口とは前記第１パックと前記第３パックとの下部領域に形成され
ることを特徴とする、請求項１乃至請求項８のいずれか１項に記載の温度調節パウチパッ
ク。
【請求項１０】
　前記所定の反応は吸熱反応であり、前記第１反応物質と第２反応物質とはＮＨ４ＮＯ３

（アンモニウムナイトレイト）とＮａＯＡｃ（ソーリウムアセテイト）との中で少なくと
もいずれか一つを含むことを特徴とする、請求項１乃至請求項９のいずれか１項に記載の
温度調節パウチパック。
【請求項１１】
　前記第１反応物質と第２反応物質とはｕｒｅａ（ウレア）を更に含むことを特徴とする
、請求項１０に記載の温度調節パウチパック。
【請求項１２】
　前記所定の反応は発熱反応であり、前記第１反応物質と第２反応物質とは金属発熱体と
生石灰との中で少なくともいずれか一つを含むことを特徴とする、請求項１乃至請求項９
のいずれか１項に記載の温度調節パウチパック。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は温度調節パウチパックに係わるものであり、より詳しくは製品を手軽に発熱ま
たは冷却できるように構造が改善された温度調節パウチパックに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　温度調節パウチパックは野外で別の電子製品のなく手軽に製品を加熱または冷却するた
めに使用され、特に夏または冬に様々な飲料や飲食を手軽に加熱または冷却するために使
用される。
【０００３】
　従来の温度調節パウチパック１０は、図１に示されているように、反応液体と反応する
反応物質を収容する外部パック２０と、外部パック２０の内に設けられ反応液体を収容す
る反応液体袋３０とを含む。従来の温度調節パウチパック１０は、使用者が加圧で反応液
体袋３０を破裂させると、反応液体と内部の反応物質とが吸熱または発熱反応を起こして
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、吸熱または発熱反応によって表面の温度が下降または上昇される温度調節パウチパック
１０を製品の表面に接触して製品の温度を調節する。
【０００４】
　しかし、このような構成を有する従来の温度調節パウチパック１００は製品と別途に携
帯しなければならないため、保管と使用とが不便であった。また、使用者が製品を冷却ま
たは過熱させるためには、使用者の希望の温度に製品が到達するまで温度調節パウチパッ
ク１０を製品に接触し続けなければならない不便があった。また、製品と温度調節パウチ
パック１０との接触の時、包装材の熱伝達効率によって、使用者の希望の温度に到達する
までにかなりの時間がかかる問題点があった。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　したがって、本発明の目的は手軽に製品を加熱または冷却できる温度調節パウチパック
を提供することである。
　本発明の他の目的は製品を早めに希望の温度に到達させるように温度調節効率が高い温
度調節パウチパックを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記目的を達成するために、本発明による温度調節パウチパックは、所定の反応液体と
、前記反応液体と反応して所定の反応を起こす第１反応物質とを含み、前記反応液体と前
記第１反応物質との中でいずれか一つを他の一つに対して隔離収容する第１パックと、前
記第１パックに対して熱を伝達可能に配置され被温度調節製品を収容する第２パックと、
前記第２パックを隔てて前記第１パックと連通可能に設けられた第３パックとを備え、前
記第１パックは前記反応液体が流出される流出口を含み、前記第３パックは前記反応液体
が流入される流入口を含み、前記第３パックは第１パックから流入された前記反応液体と
反応して所定の反応を起こす第２反応物質を含むことを特徴とする。
【０００９】
　また、前記第２パックは前記被温度調節製品が入出可能に設けられた開口部を含み、前
記開口部は前記第２パックの下端部または側面部に設けられてもよい。
【００１０】
　また、前記第１パックは前記反応液体を収容する反応液体袋を更に含んでもよい。
【００１１】
　ここで、前記反応液体袋はその表面に、加圧により破られるテアリング部材を更に含ん
でもよい。
【００１５】
　また、前記第１反応物質と前記第２反応物質とは前記反応液体が吸収可能であり、相互
に区画された複数の区画領域を含む反応物質袋に収容されてもよい。
【００１７】
　ここで、前記第１パックの流出口と前記第３パックの流入口とは相互に接触するように
設けられ、前記反応液体が前記流出口を通じて前記流入口に直接に連通してもよい。
【００１８】
　また、前記第１パックの流出口と前記第３パックの流入口とを相互に連結して前記反応
液体を連通させる連結部材を更に含んでもよい。
【００１９】
　また、前記第１パックの流出口と前記第２パックの流入口との周辺には前記反応液体が
流動する時に気密を維持するシーリング部が設けられてもよい。
【００２１】
　ここで、前記流出口と前記流入口とは前記第１パックと前記第３パックとの下部領域に
形成されてもよい。
【００２２】
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　また、前記所定の反応は吸熱反応であり、前記第１反応物質と第２反応物質とはＮＨ４

ＮＯ３（アンモニウムナイトレイト）とＮａＯＡｃ（ソーリウムアセテイト）との中で少
なくともいずれか一つを含んでもよい。
【００２３】
　ここで、前記第１反応物質と第２反応物質とはｕｒｅａ（ウレア）を更に含んでもよい
。
【００２４】
　また、前記所定の反応は発熱反応であり、前記第１反応物質と第２反応物質とは金属発
熱体と生石灰との中で少なくともいずれか一つを含んでもよい。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明による温度調節パウチパックは製品が収容される収容空間が温度調節パウチパッ
クの内に一体で設けられることによって、使用者が手軽に携帯できるし、使用方法が簡単
である。
【発明の実施のための最良の形態】
【００２６】
　図２と図４は本発明の第１実施形態による温度調節パウチパック１００の構成を示す斜
視図と断面図である。図示されているように、本発明の第１実施形態による温度調節パウ
チパック１００は反応物質が貯蔵された反応物質袋２２０と反応液体が貯蔵された反応液
体袋２１０とを収容する第１パック２００と、第１パックと熱伝達可能に配置され反応物
質と反応液体との吸熱および発熱反応によって冷却または加熱される製品が収容される第
２パック４００とを含む。
【００２７】
　反応液体袋２１０は反応物質と化学反応を起こす反応液体が貯蔵される。反応液体は化
学反応が吸熱反応の場合と発熱反応の場合、そして反応物質の種類によって相異なる。反
応液体は通常水が使用され、発熱反応の場合はＮａＣｌ水溶液が使用される。また、反応
液体にはその氷点と融点とを調節するために添加剤が添加されることが可能で、反応速度
を調節するために触媒が添加されることも可能である。一例として、発熱反応の場合、反
応液体の水にＭｇＣｌが添加されると、水の氷点が低くなって温度が低い地域での反応液
体が凍り難くなる。
【００２８】
　反応液体袋２１０の表面の一側には反応液体袋２１０の内部の反応液体が反応物質袋２
２０の反応物質と化学反応するように反応液体を放出するテアリング部材２１１が設けら
れる。テアリング部材２１１は反応液体袋２１０の縁部２１５から切取された切取領域２
１５ａに結合され、使用者が外側に引出力を与える場合、反応液体袋２１０を破り反応液
体が反応物質と反応するようにする。テアリング部材２１１は図３に示されている実施形
態の他にも、袋を破って反応液体が反応物質と反応できるようにする他の手段の使用が可
能である。
【００２９】
　すなわち、本発明による温度調節パウチパック１００は別途のテアリング部材２１１の
なく、使用者が外部から第１パック２００の前面と後面とから同時に圧力を与えて反応液
体袋２１０を破って化学反応を起こすことも可能である。この時、反応液体袋の縁部２１
５のシーリング力を弱く結合させることによって、使用者が少ない力だけを与えても簡単
に破られるようにできる。
【００３０】
　反応液体袋２１０は外部の衝撃から内部の反応液体を保護して、反応物質と反応液体と
を隔離する。反応液体袋２１０は多重の包装紙を積層して形成される。包装紙はＬＬＤＰ
Ｅ（ｌｉｎｅａｒ－ｌｏｗ　ｄｅｎｓｉｔｙ　ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ）、ＮＹ（ｎｙ
ｌｏｎ）、ＡＬ（ａｌｕｍｉｎｕｍ　ｆｏｉｌ）、ＥＺ．ＮＹ（ｅａｓｙ－ｃｕｔ　ｎｙ
ｌｏｎ）の中でいずれか一つの材質からなる。反応液体袋２１０は内部に反応液体が貯蔵



(5) JP 4887382 B2 2012.2.29

10

20

30

40

50

される反応液体貯蔵領域２１２に反応液体を満たす後、余りの領域は熱を与えて密封する
。
【００３１】
　一方、本発明の反応液体袋２１０は袋の形態だけではなく、液体の貯蔵ができる他の手
段を使用することが可能である。
【００３２】
　反応物質袋２２０は、図３に示されているように、反応物質を収容する。ここで、反応
物質袋２２０は反応液体を吸収して反応物質の反応時間が調節できるように繊維不織布、
パルプ不織布、発泡樹脂シートなどからなることが好ましい。また、反応物質袋２２０は
保管する時に反応物質が偏って均一に反応できなくなることを防止するため、所定の領域
に区画されて保管されることが好ましい。これによって、反応物質袋２２０は、図３に示
されているように、其々の区画２２１の内に貯蔵される。
【００３３】
　反応物質袋２２０は反応液体との反応時に位置を維持するために第１パック２００の表
面に結合されることが好ましい。特に、第２パック４００に収容された製品に対する熱伝
達効率を高めるために、製品との接触面積が広い第１パック２００の中央領域に結合され
ることが好ましい。
【００３４】
　ここで、反応物質は製品を加熱する場合に反応液体と発熱反応を起こして製品を加熱す
る発熱体が使用される。発熱体としてはマグネシウム（Ｍｇ）、鉄（Ｆｅ）などのような
金属発熱体と生石灰とが使用されることができる。
【００３５】
　一方、反応物質は製品を冷却する場合に反応液体と吸熱反応を起こして周りの温度を低
下させる冷却剤が使用される。冷却剤はアンモニウムナイトレイト、ソーリウムアセテイ
ト、ウレアなどが使用される。また、反応液体と反応して吸熱反応を起こす公知された他
の化合物が使用されろことも可能である。
【００３６】
　ここで、反応物質袋２２０は相異なる冷却剤が複合的に貯蔵される場合、冷却剤が常温
で相互反応することを防止するために、其々の冷却剤が別途に貯蔵できる。すなわち、其
々の冷却剤が水溶性フィルムの内部に別途に収容されることが可能である。
【００３７】
　第１パック２００は、図４に示されているように、反応物質袋２２０と反応液体袋２１
０とを収容し、第２パック４００と熱伝達可能に配置される。第１パック２００は反応物
質と反応液体とが化学反応を起こす時、反応液体が外部に漏れないように設けられる。こ
の時、第１パック２００は反応液体が外部に漏れることを防止するために、別途の吸収部
材を更に含むことも可能である。吸収部材はティッシュ、不織布、スポンジなどが使用さ
れる。
【００３８】
　第２パック４００は第１パック２００の縁の領域が接触できるように設けられ、製品が
貯蔵される貯蔵される貯蔵空間Ｓを形成する。第２パック４００は製品を収容する状態で
密封されるように設けられるか開放されるように設けられ、製品が入出される開口部（図
２の４１０）を含むことができる。本発明の実施形態による温度調節パウチパック１００
は開口部４１０が第２パック４００の下部領域に設けられるが、場合によっては第２パッ
ク４００の側面部に設けられることも可能である。そして、開口部４１０は発熱または吸
熱反応の時に熱が外部に漏れないようにジッパーまたはボタンなどによって開閉可能に設
けられることもできる。
【００３９】
　一方、第２パック４００に貯蔵される製品は使用者が食べられる飲食物、使用者が飲め
る飲料、負傷者の傷を冷却させる湿布用パック、皮膚美容のために皮膚に接触させるマス
クパックの中のいずれか一つであることが可能である。
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【００４０】
　このような構成を有する本発明の第１実施形態による温度調節パウチパック１００の使
用方法を説明する。まず、第１パック２００の切取部２０５を切取しててアリング部材２
１１を外部に露出させる。テアリング部材２１１を加圧すると反応液体袋２１０が破裂し
て反応液体と反応物質とが化学反応して吸熱反応または発熱反応を起こす。これによって
、第１パック２００の内部の温度が上昇または低下して、第１パック２００と熱伝達可能
に接触された第２パック４００に収容された製品の温度が上昇または低下される。
【００４１】
　以上の説明のように、本発明の実施形態による温度調節パウチパック１００は製品が内
部に一体で収容されるため、使用者の携帯が手軽である。そして、反応液体と反応物質と
の化学反応のよって発生する熱気または冷気が第１パックと接触するように設けられた第
２パックに速めに伝達され製品を早めに希望の温度に到達させることが可能である。
【００４２】
　一方、図５乃至図８は本発明の第２実施形態による温度調節パウチパック１００ａの構
成を図示した斜視図と断面図である。ここで、第１実施形態による温度調節パウチパック
１００と同一の構成に対しては重複なる説明を省略する。
【００４３】
　本発明の第２実施形態による温度調節パウチパック１００ａは、図示されているように
、製品が収容される第２パック４００を隔てて第１パック２００に対向するように設けら
れた第３パック３００を更に含む。
【００４４】
　第３パック３００は第１パック２００と同じく反応液体を収容する反応液体袋３１０と
、反応物質が貯蔵される反応物質袋３２０とを含む。反応物質袋３２０は第２パック４０
０の製品側に接するよう配置される。
【００４５】
　一方、 本発明の第２実施形態による温度調節パウチパック１００ａは、図６に示され
ているように、反応物質袋２１０、３１０の縁部２１５、３１５に設けられた貫通孔２１
３、３１３を更に含む。
【００４６】
　貫通孔２１３は縁部２１５に設けられ反応液体袋２１０を収容する第１パック袋２０１
の内カバー２０３と外カバー２０７との接着を容易にする。すなわち、図８に示されてい
るように、第１パック袋２０１の内カバー２０３と外カバー２０７との接着時、貫通孔２
１３を通じて内カバー２０３と外カバー２０７とが直接に接触して接着するため、接着効
率が上がり、接着の後に内カバー２０３と外カバー２０７とが外力により相互に離脱する
ことが防止できる。
【００４７】
　また、貫通孔２１３は内カバー２０３と外カバー２０７と間に介在され内カバー２０３
と外カバー２０７と共に接着されるため、第１パック袋２０１の内で位置が固定される。
これによって、テアリング部材２１１の加圧によって反応液体袋２１０が破れれても反応
液体袋２１０の位置は一定に維持される。
【００４８】
　貫通孔２１３の大きさや個数は第１パック袋２０１の大きさ、厚さ、材質などによって
様々に形成され、接着効率のために複数に形成されることが好ましい。
【００４９】
　このような構成を有する本発明の第２実施形態による温度調節パウチパック１００ａは
第２パック４００に収容された製品の両側を第１パック２００と第３パック３００とが包
むようになり、両側の化学反応によって製品を同時に冷却させるため、第１実施形態によ
る温度調節パウチパック１００に比べて温度調節時間が更に短くなる。また、反応液体袋
２１０，３１０に設けられた貫通孔２１３、３１０によってテアリング部材２１１、３１
１が引出されても反応液体袋２１０、３１０の位置が一定に維持される。
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【００５０】
　図９乃至図１２は本発明の第３実施形態による温度調節パウチパック１００ｂの構成を
示す斜視図と断面図である。本発明の第３実施形態による温度調節パウチパック１００ｂ
は、図示されているように、製品を収容する第２パック４００と、第２パック４００に一
側に設けられ反応液体を収容する反応液体袋２１０と反応物質を収容する反応物質袋２２
０とを共に収容する第１パック２００と、第２パック４００の他側に第１パック２００と
連通可能に設けられ反応物質を収容する反応物質袋３２０を収容する第３パック３００と
を含む。
【００５１】
　第１パック２００は使用者の加圧によって破裂する反応液体袋２１０と、反応液体と反
応して化学反応を起こす反応物質袋２２０とを含む。第１パック２００は第３パック３０
０と接する包装材の一面２０８が貫通形成され破れる反応液体袋２１０から漏れる反応液
体が流出される流出孔２４０を含む。
【００５２】
　第３パック３００一領域３０８には第１パック２００の流出孔２４０に対応するように
設けられ流出孔２４０を通じて漏れた反応液体が流入される流入孔３４０が形成される。
流入孔３４０と流出孔２４０とは、図１１に示されているように、直接に反応液体が連通
可能に設けられることもできる。この時、流入孔３４０と流出孔２４０との縁には反応液
体の漏れを防止するシーリング部材（図１２の２４０ａ、３４０ａ参照）が設けられるこ
ともできる。
【００５３】
　一方、流入孔３４０と流出孔２４０とは、図１２に示されているように、別途の連通部
材５００が設けられて反応液体を相互に連通させることもできる。この場合にも流入孔３
４０と流出孔２４０との縁には反応液体の漏れを防止するシーリング部材３４０ａ、２４
０ａが設けられることができる。
【００５４】
　第３パック３００は流入孔３４０を通じて流入される反応液体と反応して化学反応を起
こす反応物質が貯蔵された反応物質袋３２０を含む。
【００５５】
　一方、流入孔３４０と流出孔２４０とは、第１パック２００と第３パック４００との下
部領域に形成されることが好ましい。これは温度調節パウチパック１００ｂを立てて置く
場合、反応液体の第３パック３００への流入速度を高めるためである。
【００５６】
　このような構成を有する本発明の第３実施形態による温度調節パウチパック１００ｂは
、使用者がテアリング部材２１１を加圧して破裂させると、反応液体が第１パック２００
と第３パック３００とに同時に流入されて反応物質と反応を起こす。これによって、第１
パック２００と第３パック３００との間に設けられた製品が加熱または冷却される。
【００５７】
　以上の説明のように、本発明の第３実施形態による温度調節パウチパック１００ｂは第
２実施形態の温度調節パウチパック１００ａに比べて反応液体の貯蔵量が減ずるため、全
体の重量が減り使用者の携帯が手軽になる。
【００５８】
　一方、本発明の第２実施形態と第３実施形態との場合、製品が収容された第２パックを
隔てて第１パックと第３パックとが対向するように設けられるが、場合によっては複数の
製品を同時に冷却または加熱するために、第１パックと第３パックとに其々に対向するよ
うに設けられた第５パックと第７パックとを更に含むことも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】従来の温度調節パウチパックの構成を簡略に示す開略図である。
【図２】本発明の第１実施形態による温度調節パウチパックの構成を示す斜視図である。
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【図３】図２の内部の構成を示す分解斜視図である。
【図４】図２のＩＶ－ＩＶ線による断面を示す断面図である。
【図５】本発明の第２実施形態による温度調節パウチパックの構成を示す斜視図である。
【図６】図５による本発明の第２実施形態による温度調節パウチパックの構成を示す分解
斜視図である。
【図７】図５のＶＩＩ－ＶＩＩ線による断面の構成を示す断面図である。
【図８】図５のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ線による断面の構成を示す断面図である。
【図９】本発明の第３実施形態による温度調節パウチパックの構成を示す斜視図である。
【図１０】本発明の第３実施形態による温度調節パウチパックの構成を示す分解斜視図で
ある。
【図１１】図９のＸＩ－ＸＩ線による断面の構成を示す断面図である。
【図１２】本発明の他の実施形態を示す例示図である。
【符号の説明】
【００６０】
　１００　温度調整パウチパック
　２００　第１パック
　３００　第３パック
　４００　第２パック
　５００　連通部材

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図９】

【図１０】
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